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高齢期における重複障害のある人の地域生活支援
Regional Livelihood Support for Elderly People with Multiple Disabilities
矢　島　雅　子
YAJIMA Masako
1．研究目的
障害のある人は高齢期に多様な生活課題に直面し、支援を必要としている（大泉 1999；山崎
1999；高林 2002；髙林 2003；栗原 2003；有賀 2014；祐川 2015；矢島 2017）。障害が重複して
いる場合、生活課題はより深刻となっている。この点について高林（2002：149-178）は、「重
複障害のある人＊1は加齢に伴い、経済的な問題や社会的孤立等の生活問題が複合的に重なり、支
援の必要性が高まる」ことを指摘している。
高齢期における重複障害のある人の地域生活について、相談支援事業所にはどのような相談
が寄せられ、どのように支援に繋げているのだろうか。
日本相談支援専門員協会（2013：13-14）は全国の相談支援事業所（235 カ所）を対象に質問
紙調査を実施し、「対応困難な事例があった」と回答した事業所は 82.6％であったと報告してい
る。具体的には、「金銭、財産管理」が 59.8％、「不安解消・情緒安定」が 55.7％、「人間関係に
関すること」が 53.1％であり、多様な問題を抱えていることが明らかとなっている。各事業所
はこれらの問題についてケース検討を行っていると報告している。
高齢期における重複障害のある人の生活問題と地域生活支援に焦点をあてた先行研究は少な
い現状にあり、相談支援事業所に寄せられる相談内容は十分に明らかにされていない。また、福
祉サービスの利用状況は把握されていない現状にある。
そこで本研究では、第 1に相談支援事業所において高齢期の重複障害のある人や家族、その
関係者から相談が寄せられることがあるのか、その現状を把握する。第 2に高齢期の重複障害
のある人の福祉サービスや社会資源の利用状況を把握し、安心して地域で生活を継続すること
ができる支援の在り方を考察する。
＊1　厚生労働省（2007）は知的障害者（在宅）の 68.5％は肢体不自由を重複していると報告している。また、
厚生労働省（2013）は重複障害のある人の 76.0％は 60 歳以上であると報告している。
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2．研究方法
本研究では相談支援事業所を対象に無記名の自記入式質問紙調査（郵送調査法）を実施した。
調査対象地域は、近畿地方（2府 4県）である。事業所の選定は近畿地方において相談支援事
業を実施している945カ所の事業所＊2の中から300カ所の事業所を系統抽出法で無作為に抽出
した。調査対象者は、各相談支援事業所の所長である。調査対象者の性別、年齢、資格、勤務
年数等は問わない。
質問項目は、①調査対象者の基本属性（性別、年齢、資格、勤務年数）、②相談支援事業所の
概要（設立年、職員数、実施サービス、相談件数、相談内容の順位）、③高齢＊3 の重複障害＊4 が
ある利用者の生活支援＊5（相談内容、利用している障害者総合支援法のサービス、利用している
社会資源、制度やサービスの現状：生活の困難さ（生活問題）への対応、地域生活支援に必要
となること）の 3項目 16 設問での構成である。
調査期間は 2016 年 4 月 1 日～ 5月 31 日までである。調査票の回収率は 33.3％（発送調査票
300 通のうち 100 通を回収した）であり、有効回答率は 100％（100 通）であった。
倫理的配慮として、本調査は「京都ノートルダム女子大学大学研究倫理審査委員会」の審査
を受け、承認が得られた後に実施した（申請番号：15-009）。各対象者には調査依頼文に研究の
目的や匿名性の確保、データ管理の方法を文書で説明した。調査回答をもって調査依頼事項へ
の同意とみなした。
調査票に記載された量的データは SPSS（ver.20）を用いて単純集計を行った。また、自由記
述内容の分析は、佐藤（2008）による質的データ分析を用いて行った。自由記述内容をExcel
に入力し、コーディング作業を行った。
3．調査の結果
（1）回答者の属性
回答者の属性を表 1に示す。性別は男性 46.0％、女性 54.0％、年齢は 50 歳代が 40.0％と最も
多く、全体の 4割を占めている。資格は「介護福祉士」が 45.0％と最も多く、次いで「ホーム
ヘルパー」が 33.0％であった。勤務年数は「10 ～ 20 年未満」と「20 年以上」を合わせると
48.0％が 10 年以上勤務していた。
＊2　2016 年 1 月時点においてWAMNET「障害福祉サービス事業所情報」に登録されている身体障害、
知的障害、精神障害、発達障害、難病の利用者を対象とした相談支援事業所を対象とした。
＊3　2000 年に知的障害者の高齢化対応検討会では高齢期を 60 歳あるいは 65 歳という年齢を想定している
ため、本研究においても高齢期を 60 歳以上とする。
＊4　重複障害とは「1つ以上の障害を合わせもつもの」と定義し、その障害の組み合わせや障害の程度は
問わないこととする。
＊5　高齢（60 歳以上）の重複障害のある人の相談支援を行ったことがある事業所に回答を求めた。
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（2）相談支援事業所の概要
2000 年代に設立された事業所が 87.0％（88 事業所）と最も多く、9割近くを占めていた（図
1）。事業所の職員数は「男性職員 5人未満」81.0％（81 事業所）、「女性職員 5人未満」68.0％
（68 事業所）であり、男女ともに 5人未満が最も多かった（表 2）。
事業所の実施サービスは「計画相談支援」が 97.0％と最も多く、次いで「基本相談支援」が
54.0％、「地域相談支援」が 30.0％、「その他」が 15.0％であった（図 2）。
1年間（2015 年 4 月～ 2016 年 3 月）に事業所に寄せられた相談件数の平均は、「電話」が 733
件と最も多く、次いで「訪問」が 449 件、「来所」が 211 件等であった（表 3）。
事業所に寄せられた相談内容（件数）の順位は、1位に「介助サービス」と回答した事業所
は 31 カ所であった。次いで 2位に「就労支援」と回答した事業所は 17 カ所、3位に「不安の
解消・情緒安定」と回答した事業所は 15 カ所であった（図 3）。
高齢期における重複障害のある利用者の相談経験は「相談支援を行ったことがある」と回答
した事業所が 55.0％（55 事業所）と最も多かった（図 4）。
表 1　回答者の属性
n=100
項目 内訳 度数 ％
性別 男性 46 46.0
女性 54 54.0
年齢 30 歳代 20 20.0
40 歳代 31 31.0
50 歳代 40 40.0
60 歳代 8 8.0
70 歳代 1 1.0
資格 社会福祉士 29 29.0
介護福祉士 45 45.0
精神保健福祉士 16 16.0
介護支援専門員 27 27.0
ホームヘルパー 33 33.0
社会福祉主事 24 24.0
看護師 2 2.0
保健師 0 0
教員免許 18 18.0
その他 32 32.0
資格なし 2 2.0
勤務年数 3年未満 20 20.0
3 年～ 5年未満 19 19.0
5 ～ 10 年未満 12 12.0
10 ～ 20 年未満 39 39.0
20 年以上 9 9.0
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n=100
図 1　設立年度
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図 2　事業所の実施サービス
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表 2　職員数
男性 女性
5人未満 81（81.0％） 68（68.0％）
5人～ 10 人未満 14（14.0％） 13（13.0％）
10 人～ 15 人未満 3（3.0％） 8（8.0％）
15 人～ 20 人未満 0（0％） 5（5.0％）
20 人以上 2（2.0％） 6（6.0％）
n=100
表 3　相談件数
来所（n=73) 訪問（n=73） 電話（n=74） FAX（n=35） メール（n=48）
平均値 211.19 449.45 733.62 26.71 92.23
標準偏差 459.517 881.446 1167.124 87.216 192.764
※無回答は除く
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（3）高齢の重複障害のある利用者の生活の困りごとと地域生活支援
1）相談内容
高齢の重複障害のある利用者の相談内容は「日常的なサポートで頼れる家族や親族がいない」
が 56.9％と最も多く、次いで「利用者の家計が苦しい」45.1％、「一人での移動が困難であり、
外出頻度が少ない」45.1％、「介護保険制度の利用料の負担が多い」41.2％等となっている（図
5）。
2）障害者総合支援法のサービスと社会資源の利用状況
高齢の重複障害のある人が利用している障害者総合支援法のサービスのなかで、利用が多い
サービスを上位 3位まで尋ねたところ、1位は「居宅介護」（24 事業所）、2位は「居宅介護」
（14 事業所）、「生活介護」（13 事業所）、3位は「計画相談支援」（11 事業所）、「就労継続支援B
型」（9事業所）の順位であった。居宅介護、生活介護、計画相談支援、就労継続支援B型事業
n=100
図 3　相談内容の順位
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図 4　高齢の利用者の相談経験
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はいずれも上位 3位に入っており、利用のニーズが高いことが明らかとなった（図 6）。
次に高齢の重複障害のある人が利用している社会資源のなかで利用が多い社会資源を上位 3
位まで尋ねたところ、1位は「居宅介護サービス（障害者福祉）」（16 事業所）、「医療機関」（7
事業所）、2位は「訪問看護」（12 事業所）、「居宅介護サービス（障害者福祉）」（8事業所）、「医
療機関」（7事業所）、3位は「通所介護サービス（障害者福祉）」（6事業所）であった。居宅介
護サービス（障害者福祉）、訪問看護、医療機関はいずれも上位 3位に入っており、利用のニー
ズが高いことが明らかとなった（図 7）。
3）地域生活支援において必要になること
高齢期における重複障害のある人の地域生活支援において必要になることを自由記述で回答
を求め、質的データのコーディングを行った。最終的に 11 個の中カテゴリーと 4個の大カテゴ
リーを生成した（表 4）。各カテゴリーの内容は次章で述べることとする。
n=51
※無回答除く
図 5　高齢の重複障害のある利用者の相談内容
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n=55
図 6　障害者総合支援法のサービス利用状況
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図 7　社会資源の利用状況
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4．結果と考察
（1）高齢の重複障害のある人が抱えている生活の困りごと
本調査では、相談支援事業所の約半数（55.0％）は高齢期の重複障害のある人からの相談に
応じており、相談内容は多岐にわたっていることが明らかとなった。
相談で最も多かったのは、「日常的なサポートで頼れる家族や親族がいない」（56.9％）であっ
た。日常生活において頼ることができる家族や親族が身近にいないことは、非常に心細く、孤
独感や不安は強くなるだろう。家族や親族に代わって、日常的なサポート、とくに話し相手や
心の支えになる人が必要である。
次に相談のなかで多かったのは、「利用者の家計が苦しい」（45.1％）、「一人での移動が困難
であり、外出頻度が少ない」（45.1％）、「介護保険制度の利用料の負担が多い」（41.2％）であっ
た。
家計の課題については先行研究でも指摘されている。きょうされん（2016）は、「障害のある
人の 81.6％が相対的貧困以下（122 万円）の生活をしている。障害のある人の生活保護受給率
は 11.6％であり、国民一般と比べて 6倍以上も高い」と報告している。そして、介護保険制度
の自己負担により家計がさらに逼迫することが問題となっている。自由記述には、「介護保険 1
割負担が大きく、利用を断念するケースがある」や「本人、家族の福祉に対する出費も多くなっ
ている」、「経済負担にたえられない。そんな方々も沢山おられます」等の問題点が指摘されて
いる。
表 4　地域生活支援において必要になること
大カテゴリー《　　》中カテゴリ 【ー　　】 小グループ〈　　〉
《生活基盤の安定》
【生活の場】 〈慣れ親しんだ環境〉〈GH、入所施設の整備〉〈単身生活〉
【日中活動の場】 〈働く場〉〈デイサービス〉〈居場所作り〉
【所得保障】 〈利用料の負担軽減〉〈金銭管理、成年後見制度利用〉
《人との関わり》
【隣人との関わり】
〈孤立防止〉〈生きる実感〉〈生きがい〉〈地域に溶け込む〉
〈外出支援〉
【見守り】 〈アウトリーチ〉〈GPS 補助制度〉
【地域の理解促進】 〈特性の理解〉〈対応の理解〉
《ニーズに応じた福祉
サービス》
【サービスの選択】 〈年齢に応じたサービス〉〈支援の継続〉
【サービスの質向上】〈支援者の育成〉〈アセスメント〉〈サービス調整〉
【包括的な支援】
〈家族の介護負担軽減〉〈在宅福祉サービスの充実〉〈24 時間
サポート〉〈緊急時の対応〉
《関係機関の連携》
【介護・医療・福祉・
地域の連携】
〈情報提供〉〈関係機関のネットワーク〉
【高齢と障害の連携】〈認知症予防〉〈ネットワーク・チーム連携〉
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2013 年に介護保険優先原則は廃止され、介護保険と障害福祉サービスの併給も個別の事情に
より可能となったが、家計が苦しいという問題は依然として解決されていない。
次に外出頻度が少ない現状については、外出支援のサービスが行き届いていないことが考え
られる。本調査では、居宅介護サービスや通所介護サービス（居宅介護、訪問看護、生活介護、
就労継続支援B型）は利用されているが、外出支援（同行援護、行動援護、移動支援）の利用
状況は 1割を下回っていた。外出頻度が減少すると、廃用症候群により心身機能がさらに低下
するだろう。また、ストレスを溜め込み、意欲の低下や生きがい喪失に繋がりかねない。外出
をして気分転換を図ることは、心身機能の低下や孤立の防止になる。外出の機会を増やすため
には、福祉タクシーやコミュニティバスをはじめとする移動手段と外出時に付き添う支援者の
確保が必要である。さらに、外出支援のサービス利用を勧めていくことが必要である。
（2）地域生活支援に向けて
本調査の自由記述内容によると、高齢の重複障害のある人が地域で安心して生活を続けるた
めには、《生活基盤の安定》、《人との関わり》、《ニーズに応じた福祉サービス》、《関係機関の連
携》が必要であることが明らかとなった。以下、それぞれのカテゴリーの内容を述べる。
1）生活基盤の安定
第 1に《生活基盤の安定》には、【生活の場】、【日中活動の場】、【所得保障】の 3つが必要不
可欠である。生活の場に関する自由記述は多数あった。最も記述が多かった内容はグループホー
ムの必要性である。現在、65 歳を超えて特別養護老人ホーム等に入所することは困難であり、
グループホームを希望する家族や利用者は増加している。
しかし、グループホームも課題を抱えている。自由記述には、「地域のグループホームでの生
活を希望され、実際グループホームで暮らす方も増えているところだが、高齢になられて医療
面や体調管理、体調の急変などを考えると、限界も感じる」といった指摘があった。現在のグ
ループホームにおいては医療的ケアの対応が困難であり、不安は払拭されていない。今後のグ
ループホームの整備においては、最期まで安心して生活することができるよう、看護師の人材
確保に向けて行政からの助成が必要となる。
また、高齢期を健やかに過ごすためには、日中活動や社会参加の充実も重要になる。日中活
動の場に通うことにより、着替え等のセルフケアや運動の頻度が増え、生活リズムが整い、生
きる意欲の向上に繋がるだろう。高齢の利用者が楽しんで参加ができる日中活動のプログラム
設定が必要になる。
所得保障については、〈利用料の負担軽減〉や〈金銭管理・成年後見制度利用〉が必要である。
自由記述には、「経済的負担に耐えられない方は沢山いる」、「本人、家族の福祉に対する出費は
多くなっている。もっと制度を利用者本意のものすべき」、「金銭管理の制度利用の困難さ」と
いった指摘があった。経済的な負担を心配せずに生活維持に必要なサービスを誰もが利用する
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ことができるよう、負担軽減策を講じていく必要がある。また、成年後見制度をはじめ日常生
活自立支援事業等の制度が利用しづらくなっている要因を探り、ニーズに応じて利用しやすく
なる制度に改善していかなければならない。
2）人との関わり
第 2に《人との関わり》には、【隣人との関わり】、【見守り】、【地域の理解促進】の 3つが必
要不可欠である。高齢期において家族や親族に代わり日常的にサポートしてくれる人の確保は
課題となっている。自由記述には、「隣人との関わりが大切」、「気にかけてくれる人の存在が必
要」、「気軽に相談できる近所の方が必要」といった指摘があった。その背景には、高齢化に伴
い家族・親族との死別や別居、生活の場の変更などにより、親しい人との関わりが減少してい
ることが考えられる。不安や悩みを一人で抱え込むと心身の不調が生じやすくなるだろう。安
心して暮らすためには、身近に相談できる人がおり、気持ちを共有できる人との交わりが必要
となる。
しかし、自由記述には、「コミュニティに行きたくても輪に入れない」という指摘もあり、集
団の中に溶け込むには時間が必要であり、容易ではない。地域の催し物に誰もが居心地良く参
加できるようにするためには、住民同士が言葉を交わし、生活体験を共有することが必要であ
る。交流の積み重ねが信頼関係の構築や相互理解に繋がり、互いのことを気遣う、いわば見守
りの仕組が自然な形で形成されることになるだろう。
3）ニーズに応じた福祉サービス
第 3に《ニーズに応じた福祉サービス》には、【サービスの選択】、【サービスの質向上】【包
括的な支援】の 3つが必要不可欠である。自由記述には、「本人らしく本人の希望する生活に少
しでも近づける支援が必要である」、「これまでと大きく変わることなく生活ができることが必
要である」といった指摘があった。
現在、介護保険と障害福祉サービスの併用利用は可能となったが、利用者がサービスを選択
しづらい問題がある。自由記述には、「生活介護で陶芸をされていた方が 65 歳になり、老人デ
イサービスの対象となった時、陶芸を行っているデイサービスがなかった」や「高齢を選ぶと
見守りが薄くなり、障害を選ぶと医療的なリハビリケアが不足する」といった指摘があった。こ
の背景には、自立の考え方の相違がある。介護保険制度では身体機能の自立を重要視している
が、障害福祉サービスは自分の意思に基づき生活する精神的な自立をより重視している。考え
方の相違は、デイサービスのプログラムにも影響を及ぼしている。やはり、本人が望む生活、
ニーズに合わせてサービスの中身を見直す必要がある。
今後、サービスの質向上に向けて、的確にアセスメントやサービスを調整することができる
支援者を育成していかなければならない。自由記述には「在宅に関わる介護職の確保、指導が
しっかりされなければサービスの質の向上には繋がらない」、「障害特性を理解し、守秘義務も
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担える支援者が地域住民の中から増えてくる仕組みづくりが必要」、「相談支援専門員がケアマ
ネ資格もとり、両サービスを組み合わせて生活支援を行う仕組みを早急に整えてほしい」といっ
た指摘があった。支援者が利用者一人ひとりの特性を理解し、手話や点字等の意思疎通支援に
も積極的に取り組んでいかなければならない。
次に包括的な支援を展開するためには、〈家族の介護負担軽減〉、〈在宅福祉サービスの充実〉、
〈24 時間サポート〉、〈緊急時の対応〉を実行していく必要がある。自由記述には、「依然、家庭
での介護負担は重いものがある」、「本人だけでなく、高齢の親のケアも含めて、包括的に地域
で支える体制が必要」、「重複障害のある人の場合、家庭以外にも多くの支援が必要」といった
指摘があった。本人のみならず、家族も支援の対象と考え、切れ目のない支援を行うことが必
要である。
在宅福祉サービスの現状について自由記述には、「ショートスティやデイ等の利用施設が少な
い」、「ヘルパー確保の困難さ」、「ヘルパー事業所不足」、「短期入所、居宅介護、夜間の充実、訪
問介護の充実が必要」といった指摘があった。現在、在宅福祉サービスの量的確保が課題となっ
ている。ヘルパーの人材確保のためには待遇改善が必要であり、ヘルパーの積極的な養成が必
要である。
24 時間サポート、緊急時の対応について自由記述には、「近所からのクレームや突発的な事
が起こった時の対応先がない」、「高齢で知的障害と精神障害をあわせ持つ方など、知的障害が
軽い方の場合は、通所サービスにもつながりにくく、人の目が入らない」、「核家族化が進み、高
齢者のみ世帯及び独居の世帯における生活全般の相談支援が必要である」、「相談支援機関から
の積極的なアウトリーチが必要」といった指摘があった。障害のある人を孤立させないために
は、近隣住民の見守りとヘルパーや民生委員等による訪問相談、独居障害高齢者のGPS 補助制
度の拡充が必要である。そして、在宅福祉サービスの職員や民生委員、相談支援事業所の職員
や行政が連携し、24 時間緊急対応体制を作るべきである。
4）関係機関の連携
第 4に《関係機関の連携》には、【介護・医療・福祉・地域の連携】、【高齢と障害の連携】の
2つが必要不可欠である。介護・医療・福祉・地域の連携を進めるには、〈情報提供〉と〈関係
機関のネットワーク〉が必要である。すなわち、関係機関が情報提供を行い、協働できる仕組
みづくりが求められる。自由記述には、「介護、医療、福祉、地域とすべてが連携を取り、利用
者の日常全体を見守る」、「医療連携、ターミナルケアを地域として考えていく」といった指摘
があった。
重複障害があり、かつ加齢に伴い心身機能が低下すると、医療的ニーズが増大する。自由記
述には、「介護保険の制度では、通院介助、院内介助が利用できない」、「入院が強制されるケー
スや訪問リハビリテーションが行き届いていないケースがある」といった指摘もあった。病院
の付き添いに対応できていない制度を見直し、通院介助、院内介助ができるサービスを整備す
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る必要がある。また、心身の健康を維持し、自立した日常生活を継続するためにはリハビリテー
ションは欠かせない。医療、保健、福祉の関係機関のより一層の連携が必要である。
次に高齢と障害の連携については、支援を継続できるよう介護保険と障害者総合支援法の制
度の連携が必要である。制度の連携に関する自由記述は多数あり、「高齢者資源と障害者資源の
ネットワーク、チーム連携が必要である」や「障害者福祉と高齢者福祉の両方を支援していけ
る様なケアマネの存在が必要である。またはその 2つの福祉を合わせたシステム構築が必要と
感じる」といった指摘があった。やはり、高齢者福祉と障害者福祉の関係機関が利用者の生活
状況を正確に把握し、情報を共有し、利用者のニーズに応じた福祉サービスを提供する必要が
ある。
高齢期には心身機能の変化とともに生活環境の変化も生じる傾向にある。特に生活の場が変
更することはストレスを生じさせやすい。慣れ親しんだ環境で生活が継続できるよう、生活の
場が変更する際は事業所間での引き継ぎが必要不可欠である。また、心身機能や生活環境の変
化という現実を受け入れることができるよう、障害のある人と面談を行い、気持ちを受けとめ
るサポートが必要である。
5．今後の課題と展望
高齢の重複障害のある人は、「障害がない高齢者」や「高齢期に達していない重複障害のある
人」と比べると、生活上の困難に直面する傾向にあるといえる。その困難とは、サポートを頼
める人がいないこと、経済的に生活が苦しいこと、外出や社会参加の機会が減少していること
等が調査結果から読み取れる。その背景には、第 1に生活の場や日中活動の場、所得といった
生活基盤に係る社会資源が不足していること、第 2に人との関わりが不足していること、第 3
にニーズに応じた福祉サービスが不足していること、第 4に関係機関の連携に課題があること
が明らかとなった。
地域生活支援において重要になることは、包括的な支援を地域に定着させることである。日
常生活の場で保健、医療、介護、住宅、雇用、所得保障等、生活支援サービスが適切に提供さ
れる必要がある。それは高齢の親の支援を含めて、包括的に地域で支える仕組みでなければな
らない。重複障害のある人が高齢期を迎え、どこの地域に住んでいても、選択したくなる社会
資源（生活の場、日中活動の場、余暇、福祉・医療等のサービス）が豊富に揃っていることが
必要である。そして、社会資源の量のみならず、質の向上が望まれる。
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